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近年，気候変動による異常気象がもたらす大規模災害の一つとして，洪水災害が挙げられる．特に都市

部において洪水が発生した場合，土地利用・交通分野に与える被害は大きいゆえに，その被害の軽減に向

けた対策の実施が急務となっている．その対策例として，既に多くの都市では適応策の実施に向けて議論

されているが，その政策の実施によって都市における洪水被害軽減の程度などの効果が定量的に評価でき

ていない．そこで，本研究では都市洪水に対して脆弱である開発途上国の都市を対象とし，土地利用・交

通および都市洪水の相互関係を表現したモデルをシステムダイナミクスを用いて構築した上で，各政策シ

ナリオごとにシミュレーションを行い，そのシミュレーション結果の妥当性をを検証した．ゆえに，精度

の高いデータの未整備が多い開発途上国の都市においても，シミュレーションの実施により妥当性の高い

結果を得られることが明らかとなり，適応策の実施効果を定量的に評価可能であることがわかった． 
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1. はじめに 
 
近年，地球温暖化による気候変動が急速に進行し，そ

れを抑制するために緩和策などが実施されているが，そ

の効果が現れる以前に異常気象が頻発し，自然災害が増

加の一途を辿っている．特に，都市部では災害リスクが

高い地域における居住や経済活動の拡大により，今後大

規模災害による被害がさらに増加すると予想されている．

このような課題に対して，国際社会における多くの政策

決定者達は，財政的制約の中で都市部の損害を減らすた

めに効果的な「適応策」の重要性に対する認識を高めて

いる．「適応策」は，2010年に開催された第16回気候変

動枠組条約締約国会議（COP16）において採択されたカ

ンクン合意1)や2014年に開催されたCOP20において採択

されたリマ声明2)において締結国が適応策を強化してい

くことが認識され，2015年に開催されたCOP21で採択さ

れたパリ協定では，「適応能力の強化，回復力の強化，

気候変動に対する脆弱性の削減」3)という国際的な目標

が設定された．特に，パリ協定では開発途上国に対して

も先進国と同様の目標が設定され，多くの政策決定者に

大きな影響を及ぼしており，各締結国は適応策の計画立

案過程および行動の実施に取り組んでいる．締結国の一

つである我が国では，適応策の実施に積極的に取り組む

というビジョンを掲げた上で，気候変動の影響に対して

適応するのための気候変動適応計画4)や気候変動適応法5)

が2018年に施行され，国家レベルだけではなく地方自治

体レベルにおいても気候変動適応のための地域計画の確

立に努めるという目標が課された．我が国では，適応策

が政策レベルで認識されはじめ，それらを検討する体制

は既に整備されつつあるが，各地方自治体では適応策に

詳しい人材の不足などにより，未だに整備されていない

場合が多い．また，地方自治体における適応策に関連す

る計画の策定状況6)は，都道府県レベルでは大部分の自

治体で策定されているが，市町村レベルでは一部の政令
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都市などの自治体を除き，大多数の自治体で適応策に関

連する計画が策定されていない．一方で，多くの開発途

上国では，適応策に関する計画が未整備の場合が多く，

策定に向けた検討段階である場合がほとんどであるが，

一部の新興国では，適応策に関する計画が策定され始め

ている．例えば，タイでは2015年に国家適応計画

（NAP）7)やバンコク首都圏を対象とした気候変動に関

するバンコク都マスタープラン8)などが策定されている．

これらは，多分野を横断している計画であるが，各分野

でどのような政策を実施していくかなどの具現化された

計画まで至っていない． 
このように，パリ協定締結国や開発途上国の都市レベ

ルでは，適応策に関連する計画の策定がなされていない

場合やその計画の具現化がなされていない場合が多い．

さらに，多くの政策決定者は適応策の策定に積極的であ

るが，その都市で実施しようとする適応策が災害被害を

どの程度軽減できるかなどの効果を定量的に明示，把握

できていない場合が多い． 
したがって，本研究では，自然災害に対して脆弱な開

発途上国の都市を対象として，自然災害の一つである都

市洪水に着目し，適応策の実施効果を定量的に評価する

ことを目的とする．具体的には，土地利用・交通および

都市洪水の関係を表現した動的モデルを構築し，適応策

の実施を考慮した各シナリオごとにシミュレーションを

行った．さらに，そのシミュレーション結果の妥当性を

既存データを用いて検証し，都市における洪水の被害軽

減に対する適応策の策定に向けた政策評価の必要性を明

らかにする． 
 
 

2. 既存研究の整理 
 
前節で述べたように，近年，国や都市レベルにおいて

も適応策が着目されているが，学術レベルにおいても適

応策の理論に関する研究が多く取り組まれている．例え

ば，三村9)は，適応策に関する認識の現状を整理し，今

後の課題の把握を行っている．その上で，途上国におけ

る適応力の強化や適応策の具体化の方針が明確になって

いない点が現状の課題として述べられている．また，白

井ら10)は，適応策の理論的枠組みを提示した上で，気候

変動が影響する分野毎の施策を具体化し，その枠組みが

適応策を整理することに有効であるかを検証している．

その上で，適応に対する技術と施策に関しては，地方自

治体などのステークホルダーが主体となって，施策の精

度を高めることが課題であると述べている．さらに馬場

ら11)は，気候変動適応策に関与するステークホルダーの

利害関心を分析し，地方自治体における政策の実装化に

向けた知見を得るためにステークホルダー分析を行い，

その分析結果から適応策の認知不足などの課題点を示し，

実装化へ向けた提案を行っている． 
また，理論的枠組みだけではなく，気候変動が起因す

る自然災害に対する適応策を様々な手法を用いて定量的

に分析している国内外の研究も多くある．例えば，

Singhら12)は，アンケート調査から得られたマトリックス

インデックス値を使用し，自然災害に関する適応と脆弱

性を評価している．また，Koksら13)は，洪水災害による

予想年間被害（EAD）を推計するための土地利用，浸水，

および被害モデルを開発し，堤防設置や土地利用制限な

どの政策を設定し，シナリオ分析を行っている．さらに，

中道ら14)は，適応策に併せて緩和策の実施を想定したシ

ナリオを設定し，家計の最終需要によるCO2排出量を町

丁目単位で定量的に推計している．結果として，削減効

果が大きく，適応策と緩和策を同時に実施することは意

義があることを明らかにしている．このように，近年で

は都市レベルにおいても定量的な分析や評価が多く取り

組まれているが，想定した施策によるシナリオ分析の結

果にどの程度の妥当性や信頼性があるのか検証されてい

ないなどの課題点が残る． 
また，自然災害が増加の一途を辿っており，交通や土

地利用などの都市活動へ与える影響も非常に深刻になっ

ているため，原因究明などを目的として，これらの問題

を定量的に分析している研究も多く取り組まれている．

例えば，Pyatkovaら15)は，洪水による災害を対象として，

洪水モデルと微視的交通シミュレーションモデルの動的

統合のための方法論を提案し，洪水発生時の道路区間の

浸水に関するシミュレーションを行っている．一定期間

に道路が浸水することにより，燃料消費量やCO2排出量

の増加などの影響を受けることを明らかにしている．神

谷ら16)は，小規模集落における局地的な豪雨災害に対す

る課題抽出と支援方策に関してヒヤリング調査と氾濫シ

ミュレーションの解析から明らかにしている．その結果，

災害イメージの固定化や避難計画の必要性が指摘され，

住民が災害に対する誤った認識があることが明らかとな

った．上記のように，自然災害が都市活動へ与える影響

を分析している研究では，被害軽減に向けた対策の抽出

に焦点が当てられていることが多く，その対策や施策の

実施時の効果が分析されていない場合が多い． 
ゆえに，自然災害が頻発し，深刻な被害を受けている

が，適応策の策定が発展途上やデータの未整備の場合が

多い開発途上国の都市を対象として，土地利用，交通，

洪水分野の相互関係を表現したモデルを用いて定量的か

つ妥当性の高いシミュレーションを行うことで，適応策

の実施に向けた定量的な政策評価の必要性が明らかとな

るため，本研究は意義があると考えられる． 
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3. 研究方法 

 

(1) 対象都市 

本研究では，タイの北東部であるウボンラチャタニ市

を対象とした．この都市の面積は105 km2であり，2015年
時点の人口は257,113人の中規模都市である．近年，人口

増加により，郊外では住宅地開発が急速に進んでいるが，

都市部では未開発地域が不足しているため，洪水リスク

の高い地域に開発が進行している．図-1に示すように，

都市全体が55ゾーンに分割されており，都市中心部を分

断するようにMun川が東から西に流れている．雨季に発

生する集中豪雨による河川の氾濫が増加しており，特に，

浸水地域は沿岸域を中心に市内中心部に集中している．

都市内の洪水被害を軽減させるために，沿岸に洪水防御

壁が建設されているが，既存の対策では，今後増加する

と予想される洪水被害を防ぐには不十分であると考えら

れる．したがって，洪水被害の軽減のための適応策の実

施をシミュレーションを用いて分析することで，その政

策の策定に向けた効果が明らかとなる． 
 

(2) 研究の流れ 

本研究における研究のフローを図-2に示す．本研究の

手順としては，はじめに，対象都市を選定した．前節で

も述べた通り，本研究ではウボンラチャタニ市を選定し

た．次に，モデルを構築した．その構築にあたり，本研

究ではシステムダイナミクス（SD）17)を用いた．SDは，

政策分析および設計に対するコンピューター支援のアプ

ローチであり，非線形の微分（または積分）方程式に基

づいて決定され，政策シナリオを動学的にシミュレーシ

ョン可能である．ゆえに，都市活動と洪水のシステムは

複雑であるため，SDを用いて都市モデルおよび洪水モ

デルを構築し，相互の複雑な事象を表現した．モデルの 
 

 
 

図-1 ウボンラチャタニ市におけるゾーンマップ 

 
構築後，既存研究や報告書よりまとめた土地利用および

交通分野に関連する適応策から，対象都市に適当な政策

を選定した．政策選定後，政策の有無を想定したシミュ

レーションを実施するためのシナリオを設定した．本研

究では，3種類のシナリオを設定し，各シナリオは，政

策未実施，土地利用に関連する政策の実施，交通に関連

する政策の実施，である．政策シナリオの設定後，構築

したモデルを用いて各シナリオ毎にシミュレーションを

実施した．シミュレーションの実施にあたり，結果の妥

当性を本研究では，シミュレーション結果のアウトプッ

トとして，以下の通りである．土地利用に関連する政策

の実施によるアウトプットは人口，交通に関連する政策

の実施によるアウトプットは平均旅行時間とした．最後

に，上記で得られたシミュレーション結果の妥当性を検

証した．本研究では，シミュレーション結果のアウトプ

ットである人口増減率および平均旅行時間の短縮時間の

値を妥当性の検証として，河川から各ゾーン中心への最

短距離のデータを用いて比較した．比較した結果より，

妥当性が十分に高いとされた場合は，適応策の実施効果

が高く，定量的に評価できていることと判断した． 
 
(3) モデルの構築 

本研究では，SDモデルとして，Pfaffenbichler18)が開発

した土地利用・交通モデルの1つであるMetropolitan Activi-
ty Relocation Simulator（MARS）は，土地利用と交通の相

互作用を表現するためのアプローチであり，都市内の

人々の移動や交通などの都市活動のシミュレーションす 
ることが可能である．このモデルには，交通モデル，住 
 

1．対象都市の選定

2．モデルの構築
• システムダイナミクスを用いて動学モデルの構築
• 都市モデル：MARSモデルによる都市活動の表現
• 洪水モデル：オリジナルモデルによる都市洪水の表現

3．政策シナリオの設定
• 既存研究よりまとめた適応策から妥当な政策の選定
• モデルシミュレーションに向けたシナリオの設定
• シナリオ：3種類（政策未実施、土地利用政策実施、交通

政策実施）

4．モデルのシミュレーション
• 各シナリオ毎にシミュレーションの実施
• アウトプット：人口、平均旅行時間

5．シミュレーション結果の妥当性の検証

• 河川からの最短距離を用いて、シミュレーション結果の
値と比較し、妥当性の検証

• 妥当性が比較的高い場合は、適応策の効果として認識  
 

図-2 研究フロー 
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宅開発モデル，住宅選択モデル，職場開発モデル，職場

選択モデル，および燃料消費と排出モデルで構築されて

いる．また，洪水モデルは，筆者らの既存研究19)20)にお

いて構築されたモデルである．このモデルは，降雨の頻

度が高いほど，都市部において洪水が発生する確率が高

くなることを表現している．洪水の発生頻度と降雨量は，

過去の統計データである．洪水発生により，洪水リスク

は河川からの距離や標高によって変化し，そのリスクは，

都市活動と洪水モデル間の相互作用の重要な変数であり，

洪水リスクが大きく変化すると，交通モデルにおける交

通行動と，土地利用モデルにおける住居と職場の位置選

択に大きく影響する． 
なお，本研究では，適応策の実施効果の定量的評価と

その妥当性の検証に着眼点を当てているため，モデルの

詳細に関しては既存研究18)19)20)を参照していただきたい． 
 
(4) 政策シナリオの設定 

本文の冒頭でも述べたように，多くの既存研究で様々

な適応策に関して議論されており，それらの研究から，

土地利用および交通分野における洪水災害のための適応

策を収集した．本研究では，既存のインフラを活用する

2種類の適応策を選択した． 
具体的には，土地利用分野では，居住者の移転を促進

させる適応策を選択した．具体的には，洪水モデルで推

計された洪水リスクの高いゾーンか低いゾーンへ居住者

を移転させる政策である．洪水モデルでは，洪水リスク

の上昇に伴い，各ゾーンの魅力度が低下することにより，

洪水リスクが拡大するにつれて，居住者の移転が増加す

る．特に，Mun川の沿岸域の居住者に対して効果的な政

策であると考えられる． 
また，交通分野では，洪水発生時の浸水の場合におい

ても代替移動経路を確保するために，都市部の既存道路

を嵩上げする適応策を選択した．嵩上げする道路の位置

は，図-3に示す通りである．主要道路を嵩上げすること

により，浸水した場合でも都市部の主要なゾーンへアク

セス可能となる． 
 

 
 

図-3 都市部の浸水域と適応策実施対象の道路区間 

一方，シナリオの設定として，中長期における適応策

の戦略に向けた3種類のシナリオを作成し，比較した． 
表-1に示すように，シナリオA，シナリオB，シナリオC
を設定した．シナリオAは，政策未実施の場合，シナリ

オBは土地利用分野の政策を実施した場合，シナリオC
は，交通分野の政策を実施した場合である． 
 
 
4. シミュレーション結果 

 
都市モデルおよび洪水モデルを用いて，各シナリオ毎

のシミュレーションを実施した．シミュレーション結果

のアウトプットとして，人口および平均旅行時間を以下

の通りに示す． 
 

(1) 人口 

土地利用分野に関する適応策の実施による効果を明ら

かにするために，シナリオBのシミュレーションの結果

からゾーンごとの人口の増減数（シナリオAとの差分）

を図-4に示す．ただし，人口の増減が0であるゾーンは

グラフ内から省略した．本研究では，各ゾーンの魅力度

に関するパラメータを5段階に分けてシミュレーション

を行った．これは，シミュレーション結果の妥当性を検

証するために5段階のパラメータを設定した．なお，パ

ラメータ値が大きいほど，適応策の実施が各ゾーンの魅

力度に大きく影響することを意味している． 
 
(2) 平均旅行時間 

シナリオAとシナリオCの差分に基づく各ゾーンごと

の平均旅行時間の短縮時間を図-5に示す．一部のゾーン 
 

表-1 各シナリオの詳細 
 
シナリオ 適応策（土地利用） 適応策（交通） 

A － － 
B 〇 － 
C － 〇 
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図-4 各ゾーンの人口増減数 
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図-5 平均旅行時間の短縮時間 
 
を除き平均旅行時間が減少していることがわかる．特に，

Mun川沿岸のゾーン（ゾーン番号1～17）における移動

時間は，他のゾーンと比較して約5分以上減少したこと

がわかる．平均旅行時間が減少したゾーンは浸水域と一

致しているため，浸水時に寸断された道路ネットワーク

が適応策の実施によって通行可能となり，平均旅行時間

の減少に繋がったことが推測される．ゆえに，本研究で

選択された交通分野における適応策が効果的に機能する

ことが明らかとなった． 
 
 
5. 妥当性の検証 

 
本研究では，シミュレーションの実施により得られた

人口および平均旅行時間の結果の妥当性を検証するため

に河川から各ゾーンへの最短距離のデータと比較した．

妥当性の検証することで，構築したモデルの精度だけで

はなく，シミュレーションで定量的に得られた適応策の

実施効果の結果の信頼度は高くなり，これらの結果が意

思決定者の一助となるため，データが未整備である場合

が多い開発途上国の都市を対象とした場合においても，

妥当性の検証を行う意義は大きいと考えられる． 
具体的な検証方法は，地理情報システム（GIS）を使

用して算出された河川からの各ゾーンへの最短距離のデ

ータを用いて，その数値と本研究で推計されたシミュレ

ーション値と比較した．ここで用いる河川からの各ゾー

ンへの最短距離のデータは，ゾーン中心から道路ネット

ワーク上における最短経路距離と定義した． 
人口増減数から算出した人口増減率および平均旅行時

間の短縮時間と河川からの最短距離をそれぞれ比較した

検証結果を図-6および図-7に示す． 
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図-6 人口増加率と河川からの最短距離の比較 
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図-7 平均旅行時間の短縮時間と河川からの最短距離の比較 

 
人口増減率と比較した場合は，どのパラメータにおい

ても河川からの最短距離が短いゾーン（特に約2km以

内）の人口減少率が高いことがわかる．これは，土地利

用分野の適応策の実施目的である洪水リスクの高い地域

から低い地域へ移転することと合致しているため，適応

策の実施効果が高いことが明らかであることから，妥当

性が高いと言える． 
また，平均旅行時間の短縮時間と比較した場合は，人

口増減率に比べると特徴的な傾向がなかったが，河川か

らの最短距離が最も短い地域（X軸の最も0に近い値）

では，平均旅行時間が10分以上短縮したことが示されて

おり，河川に近い地域では平均旅行時間が大きく短縮さ

れたことがわかる．それに加えて，河川からの最短距離

が2km以内の地域においても約6分程度の時間が短縮さ

れており，シミュレーションで得られた平均旅行時間の

短縮時間は，ある程度の適応策の効果は出ているが，さ

らにモデルも改良することにより，より妥当性の高い結

果が得られるのではないかと考えられる． 
このように，定量的にシミュレーション分析をするた

めに用いたSDモデルは，適応策の実施効果の影響がシ

ミュレーション結果に反映されており，妥当性の高い数

値であること考えられる． 
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5. おわりに 

 

本研究では，開発途上国の都市を対象とし，洪水災害

に対する土地利用および交通分野における適応策の実施

効果をモデルを用いて定量的に評価した．また，SDで
構築された動学モデルによるシミュレーション結果の妥

当性を検証することにより，信頼性の高い結果を得るこ

とができ，意思決定者に対する中・長期的な政策の策定

に向けた知見となり得る．さらに，データの未整備の場

合が多い開発途上国の都市においても，信頼度の高いシ

ミュレーションの実施および適応策の定量的評価を行う

ことで，都市レベル単位での政策の実施効果を明示する

ことが可能である．ゆえに，増加の一途を辿る深刻な洪

水災害に対する適応策の具体的な計画を策定する際に，

本研究で明示した定量的な政策評価の結果が一助と考え

られる． 
しかしながら，シミュレーション分析においては妥当

性の高い結果となったが，政策の策定においては，対象

とする地域の住民の意見や日常の行動が重要となってく

る．実際に洪水災害が発生した場合，その都市の人々は

どのような交通行動をとり，どのように土地利用が変化

するのかなどの実態が本研究では検証できていない． 
今後の課題として，洪水災害発生時における交通行動

調査や住民移転調査などを実施し，実態を把握するため

の分析が必要となり，さらに，その実態に則したモデル

の構築を行った上で，適応策の定量的な評価が必要であ

る． 
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